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有形資産への投資以上に無形資産への投資が膨らむなかで，従来無形資産と
いわれてきたものが拡張され，経済学や法律学など学際的に無形資産の定義化
が試みられている。
日本の会計基準においては，体系的な無形資産に関する会計基準は公表され
ておらず，体系的な無形資産の定義化は公表されていない状況にある。また
無形資産の定義化以前の問題として，「無形資産」に類する用語が統一化され
ていない状況にある。例えば，無形資産に類する用語として従来から呼称され
てきた「無形固定資産」だけでなく，「知的資産」や「インタンジブルズ」な
どの多様な用語も用いられているなど，多面的な整理がなされていない状況に
あると言わざるを得ない。
そこで本稿は，このような無形資産の定義の整理が必要な状況にあることに
鑑みて，無形資産の定義化を試みた日本の企業会計基準委員会での審議状況等
を考察することで，企業会計基準委員会が無形資産の定義についてどのように
検討しどのような到達点に至ったのかを整理・検討し，今後の研究への視座
を得ることを目的とする。
－２７９－
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Ⅱ委員会での検討
本章は，企業会計基準委員会において無形資産の定義について本格的検討を
開始した2009年４月以降の委員会資料をもとにしながら，考察を進めていくこ
ととする。
１．第175回企業会計基準委員会（2009年４月23日）
第175回企業会計基準委員会において，無形資産専門委員会が無形資産に関
する包括的な会計基準の開発に向けて議論を行っていることが説明され，あわ
せてプロジェクトの課題・スケジュール・検討状況が説明された。
無形資産の定義の具体的な検討については，主に次の６点をあげている（企
業会計基準委員会［2009a１２頁)。
（１）「無形資産」の会計基準を定める以上，対象となる「無形資産」の範囲を
画する必要がある。
（２）「無形資産」は，「資産」の－部である。
（概念ＦＷ毎に，表現ぶりは多少異なるが資産の本質は，企業が支配し
ている経済的資源（将来キャッシュフローの源泉）であること。
（３）「有形」資産と，「無形」資産に分けて，会計基準を規定する必要は何か？
（無形資産のどのような特性が,有形資産と異なる考慮を必要とするのか？）
（４）実在する資産の多くは，「有形」部分と「無形」部分の混合物
（｢有形」資産と，「無形」資産の区分）
（５）物質的実態を伴わないもの
（価値の源泉が主として，物質的実態を伴わない部分に依存？）
（６）「金融商品」については，その特性により別途会計的取扱いを定めるべき
もの
（無形資産の定義には含めた上で，基準の適用範囲から除外するのがよい
か無形資産の定義段階から除外しておくのがよいか？）
－２８０－
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すなわち，無形資産委員会における無形資産の定義に関する検討事項は次の
３点に集約できる。①無形資産の範囲，②資産の定義と無形資産の定義との整
合性，③無形資産と有形資産との区分が主要な検討事項といえる。これら検討
事項について，企業会計基準委員会においては特段意見が出されず，引き続き
検討が進められることとなった。
２．第183回企業会計基準委員会（2009年Ｓ月２０日）
第183回企業会計基準委員会において，無形資産の範囲・定義等の検討状況
の説明および審議が行われた。
無形資産の定義の具体的な検討については，主に次の２点をあげている（企
業会計基準委員会［2009b])。
（１）例えば金融資産等無形資産以外の特性に着目して，既に個別の会計基準
において会計処理等が定められているものを除いた無形資産一般について検
討することでよいか。
（２）「無形資産とは資産のうち物理的実体のないものをいう｡」は，無形資
産とすべきものを過不足なく包摂する定義となっているか。
すなわち，無形資産委員会における無形資産の定義に関する検討事項は次の
２点に集約できる。①金融資産等の個別の会計基準で会計処理等が定められた
もの以外の無形資産一般について無形資産の範囲とすること，②「無形資産と
は，資産のうち物理的実体のないものをいう｡」という無形資産の定義の提案
が主要な検討事項といえる。
これら検討事項について企業会計基準委員会においては，金融商品会計基準
で定められた「金融資産」を適用範囲で除外するのではなく，国際的な会計基
準と同様，無形資産の定義において除外すべきとの意見があった。また，資産
および無形資産の定義を構成するとしている「識別可能性」・「支配」と無形資
産の認識要件の１つとしている「識別可能性」「支配」の関連性が不明確であ
－２８１－
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るとの意見があった。
以上から，第175回企業会計基準委員会で主要な検討事項として認められた
①無形資産の範囲，②資産の定義と無形資産の定義との整合性③無形資産と
有形資産との区分について，第183回企業会計基準委員会では，①に関連して
｢金融資産」の除外方法の検討，②に関連して資産と無形資産の定義の共通化
の検討が進められたといえる。
３．第185回企業会計基準委員会（2009年９月１７日）
第185回企業会計基準委員会において，無形資産専門委員会検討の論点整理
の文案について，無形資産の定義等のディスカッション・ポイントの説明およ
び審議が行われた。
まず，第183回企業会計基準委員会で主要な検討事項として認められた①｢金
融資産」の除外方法，②資産と無形資産の定義の共通化について，次のように
対応したことが説明された。第１に無形資産の定義において「金融資産以外」
とすることを明示し，適用範囲除外の項目から削除する対応を行った。第２に，
無形資産の認識要件の１つとしていた「支配」を定義の－要素に振替する対応
を行った。（企業会計基準委員会［2009c]）
次に，無形資産の定義の具体的な検討項目は次のとおりである（企業会計基
準委員会［2009c])。
これまで「識別可能性」を無形資産の認識要件の一つとしていたが，のれん
の定義からの除外を明確にする観点，及び国際財務報告基準との整合性を図る
観点から，無形資産の定義に「識別可能な」という記述を追加することでどう
か。
すなわち，無形資産の定義に「識別可能な」を追加することにより，のれん
の定義からの除外を明確にすることが検討事項とされている。当該検討事項に
ついて企業会計基準委員会においては，営業権にはのれん以外に独占販売権の
－２８２－
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ようなものが含まれる可能があるとの意見があった。
４．「無形資産に関する論点の整理」（2009年１２月１８日）
企業会計基準委員会［2009.］は，「無形資産に関する論点の整理」を公表し
次の通り資産の定義を提示しそれに対してコメントを募集している。
（１）検討事項（第９－１０項）
第175回企業会計基準委員会で示された無形資産の定義の具体的な検討項目
が検討事項とされている。
（２）無形資産の範囲の検討（第７－８，２２項）
個別の会計基準等で定められている棚卸資産．繰延税金資産・前払年金費
用・ソフトウェア及び準じるもの（研究開発該当部分を除く）・リース資産は，
無形資産に関する論点整理から除外している。
ここで，金融資産が適用範囲外から外されたのは，第185回企業会計基準委
員会において，金融資産の除外を無形資産の定義において明示するという到達
点に至ったことが背景にあるといえ，論点整理においても「無形資産の定義か
ら明示的に排除しておくことが適切」と検討されている。
（３）資産の定義と無形資産の定義との整合性の検討（第17,23-27項）
無形資産を定義する上で，資産の定義を出発点として，経済的便益を企業が
支配していることが必要と検討されている。
ここで，経済的便益の企業の「支配」を定義の－要素としているのは，第
185回企業会計基準委員会において，無形資産の認識要件の１つとしていた「支
配」を定義の－要素に振替することで資産と無形資産の定義の共通化を図ると
いう到達点に至ったことが背景にあるといえる。
また，無形資産の定義に識別可能性が含まれ，当該識別可能性について分離
可能であること又は法的権利から生じるものであることを示すことを検討して
－２８３－
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いる。
ここで，識別可能性を無形資産の定義に含めているのは，第185回企業会計
基準委員会において，識別可能性の追加によって，のれんの定義からの除外を
明確にするという到達点に至ったことが背景にあるといえる。
（４）無形資産と有形資産との区分の検討（第18-21項）
無形資産と有形資産の区分規準について物理的実体の有無をあげ，当該物理
的実体の有無は，物理的実体がないことに起因する特性の影響を受けているか
否かによると検討され，到達点となっている。
（５）無形資産の定義の提示（第28項）
論点整理による無形資産の定義を提示する前に，企業会計基準委員会におけ
る検討を経て，どのような到達点に至ったのかを確認する。なお，筆者が特に
重要な箇所と考える部分に下線を引いている。
①無形資産の範囲の検討
金融資産の除外を無形資産の定義において明示する。
②資産の定義と無形資産の定義との整合性の検討
資産と無形資産の定義の共通化を図り識別可能性を無形資産の定義に含め
ることにより，のれんの定義からの除外を明確にする。
③無形資産と有形資産との区分の検討
無形資産と有形資産の区分は，物理的実体のないことに起因する特性の影響
の存否による。
以上の検討による到達点を踏まえ論点整理による無形資産の定義は，「識
別可能な資産のうち物理的実体のないものであって，金融資産でないもの」（下
線部分は，筆者による｡）という形で例示的にという限定ではあるものの，提
示されることとなった。
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（６）コメントの募集（第６項【論点ｌ】）
論点整理による無形資産の定義は十分であるか不十分と考える場合は包含
されないもの又は包含してしまうものは何かをコメント募集した。
５．第197回企業会計基準委員会（2010年３月１１日）
第197回企業会計基準委員会において，「無形資産に関する論点の整理」に対
するコメントの説明があった。なお，図表１が監査法人によるコメント概要で，
図表２がその他団体等によるコメント概要である。
企業会計基準委員会が網掛けとした部分を「無形資産に関する論点の整理」
に対する重要なコメント部分とするなら，次の３点に集約できる。すなわち，
監査法人によるコメントにある①無形資産の具体的内容の例示列挙の必要性，
監査法人以外の団体等によるコメントにある②無形資産の定義を充足するため
に具備すべき３要件（｢識別可能性」・「支配」・「将来の経済的便益｣）の列挙の
必要性，及び③無形資産と無形固定資産との概念整理の必要性が網掛けとさ
れ重要なコメントとして指摘されている。
なお，第197回企業会計基準委員会においては今後検討すべき主要論点から
除外され，企業会計基準委員会の場で無形資産の定義の検討が再開されたのは
２年以上が経過した第242回企業会計基準委員会となった。
６．第242回企業会計基準委員会（2012年４月１９日）
企業会計基準委員会［2012a］は，無形資産に関する会計基準の検討につい
て，全般的な検討を再開することを確認し無形資産の会計基準の開発に関す
るこれまでの審議の状況について説明し，次の事項を確認した（３頁)。
（１）形式的には無形資産の定義に該当するものであっても，無形資産として
の特性に加えて他の特性も有しているものもある。既に個別の会計基準等に
おいて，当該特性に相応しい会計処理等が定められているもの'は，対象外
とする。
－２８５－
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図表１監査法人による論点整理に対するコメントの概要
注）
出所）
下線部分は，企業会計基準委員会による。
企業会計基準委員会［2010］をもとに筆者作成。
－２８６－
あずさ監査法人
● 国際的な会計基準を参考に，抽象的な定義を検討する
という方向性について同意する
●
２
０
支出により取得されたものが，そもそも資産の本質た
る「経済的便益の源泉たる経済的資源」に合致している
かどうかという判断の指針についても，検討する必要が
ある
●
３
○
具体的にどのような資産が含まれるのかの例示が十分
になされていないため，論点整理の検討対象が分かり難
〈なっている。例えば，我が国の財務諸表において区分
されている①「無形固定資産」及び②「投資その他の資
産」のうち物理的実体のないもののほかに，どのような
資産が含まれるのかが明確ではない。
● ｢分離可能」の要件を実質的に要求することになる４た
め，「法的権利から生じる」という要件の考え方としては，
｢法的に譲渡される権利」とせず，「法的に保護される権
利」と整理する方が適切。
新日本有限責任監査法人
●
●
基本的には同意する。
具体的な例示を示す必要があると考えられる。現行の
税務固有の繰延資産5については，会計上は長期前払費用
として扱われてる場合もあると思われるが，このような
ものについては，論点整理の定義だけでは無形資産とし
ての認識に差が出る可能`性がある ６ ○
あらた監査法人 ･同意する。
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図表２その他団体等による論点整理に対するコメントの概要
注）
出所）
下線部分は，企業会計基準委員会による。
企業会計基準委員会［2010］をもとに筆者作成。
（２）次のような方向性で検討してきている。無形資産とは，識別可能な資産
のうち物理的実体を欠くものであって，金融資産以外のものをいう。法律上
の権利又は分離して譲渡可能なものは，識別可能である。
－２８７－
日本貿易会７
．ＩFRSとのコンバージェンスの観点からＩＡＳ第38号が
無形資産の定義を充足するために具備すべきとして挙げ
ている（１）識別可能性（２）支配（３）将来の経済的
便益の３つの要件を同様に列挙すべきと考える。
･無形資産と有形資産との区分で記載されているような
解釈指針（どのようなケースを無形資産として捕らえ，
どのようなケースを有形資産としてとらえるか）の設定
が必要と考える。
● ｢無形資産」と「無形固定資産」の用語の使用方法等の
概念を整理し，明記するように配慮願いたい ８ ○
日本証券アナリスト協会
･我々の大多数は．妥当性が高〈 ９ 国際会計基準との．
ンバージェンスにも資するものと考えている。
.「識別可能な」を定義から削除し，「物理的実態のない
資産（経済的資源）で，金融資産でないもの」として。「の
れん」も無形資産に含まれるような定義の方が良いとい
う意見があった 1００
日本経済団体連合会
･個別買入による取得について「長期前払費用」との関
係，自己創設無形資産について「たな卸資産」との関係
も検討することが望ましいと考える'１．一方で，無形資産
の定義により各企業において検討すべき事項と整理する
こともできる。その場合は，その旨を結論の背景に記載
していただきたい。
日本公認会計士協会
･必要十分と考える。
● 本論点整理では，無形固定資産に関する検討がされて
いるものの，無形固定資産という用語も使用されており，
使い分ける意図が明確でない'2゜したがって，会計基準開
発に当たっては，用語の整理を行う必要がある。
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すなわち，「無形資産に関する論点の整理」と基本的に変わりがないが，「法
律上の権利又は分離して譲渡可能なものは，識別可能である」ことを無形資産
の定義と列挙して明示した点が変更点といえる。
７．第243回企業会計基準委員会（2012年５月１０日）
企業会計基準委員会［2012b］は無形資産の定義等をディスカッション・ポ
イントとして説明し，審議においては多くの意見が出た。なお，具体的なディ
スカッション・ポイントの内容は次のとおりである（企業会計基準委員会
[2012b］１－３頁)。
（１）問題意識
日本の会計基準では無形資産の定義はなく，実務慣行に委ねられている状況
にある。
（２）会計基準
①日本の会計基準
企業会計原則第三４（－）Ｂにおいて無形資産の項目の例示列挙がなされ
ているが，無形資産の定義は明示的に示されていない。
②国際的な会計基準
無形資産の定義を充足するために具備すべき要素として，「識別可能性」
｢支配｣，「将来の経済的便益｣'3をあげている。
（３）今後の進め方とディスカッション・ポイント
①案ｌ【無形資産の「定義」を設ける】
会計基準として無形資産の定義を設けることによって適切な無形資産計上
が期待され，財務情報の有用性が高まることが考えられる。また，無形資産
について包括的な会計基準を設けることにつながる。
②案２【特段，無形資産の「定義」を設けない】
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無形資産の定義を設けても実務上その重要性は低く，現時点で設ける必要
』性は乏しい。
③ディスカッション・ポイント
無形資産の定義を設けるべきか。
（４）ディスカッション・ポイントに対する意見
第243回企業会計基準委員会での意見は第247回企業会計基準委員会（2012
年７月５日）において意見整理されていることから，これをもとに整理する
(企業会計基準委員会［2012c］２－３頁)。
①無形資産の定義を設けるべきとする意見
・無形資産をのれんから適切に分離する必要性の観点等から，無形資産の包
括的な会計基準開発は必要で，定義等の検討を基準開発のスターティン
グ・ポイントとしてはどうか。
・無形資産の定義にあてはまるものを具体的に検討していくことが重要であ
る。
②無形資産の定義を設ける必要性はないとする意見
・緊急性のある問題はないと考えられる。
・無形資産の定義は本来あるべきだが「無形資産に関する論点の整理」に
対するコメント等も踏まえ，包括的な会計基準開発のニーズを確認・整理
のうえで進めてほしい。
すなわち，これまでの検討経過においては無形資産の定義の中身についての
議論に終始していたが，第243回企業会計基準委員会では無形資産の定義を設
けること自体の妥当性についての検討している点が大きく異なっている。
８．「無形資産に関する検討経過の取りまとめ」
第250回企業会計基準委員会（2012年８月23日）において，財務諸表の作成
者，利用者それぞれ２名及び監査人１名の計５名より意見聴取を行ったり，第
－２８９－
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264回企業会計基準委員会（2013年５月16日）より無形資産に関する検討経過
の取りまとめを始めたりして，第267回企業会計基準委員会（2013年６月27日）
において「無形資産に関する検討経過の取りまとめ」を公表することが了承さ
れ，翌日付で公表されている。なお，具体的な取りまとめの内容は次のとおり
である（企業会計基準委員会［2013])。
（１）会計基準における取扱い（第18-20項）
①日本の会計基準
企業会計原則において無形固定資産に属するものとして営業権等が列挙表
示されているが無形資産全般の定義は明示されていない。
②国際会計基準
無形資産は，「物理的実体のない識別可能な非貨幣'性資産」と定義され，
定義を充足するために備える要素Mとして，「識別可能性」・「支配」・「将来
の経済的便益」を挙げている。
③米国の会計基準
無形資産は，「物理的実質を欠く資産（金融資産を除く。)」と定義されて
いる。
（２）検討経過と現状（第21-22,24項）
日本の会計基準では国際的な会計基準と異なり，無形資産全般に関する会計
基準は存在せず，無形資産の一般的な定義は定められていない．しかし，無形
資産の重要性が高まってきているため，無形資産の定義の明確化を求める意見
が示されている。
そのなかで，論点整理で示された無形資産の定義に対するコメント等を踏ま
え，国際的な会計基準における規定も参考にして，第242回企業会計基準委員
会において，仮に包括的な無形資産の会計基準を設ける場合には，以下の内容
をもって明確化する方向性で検討を行った。
・無形資産とは，識別可能な資産のうち物理的実体を欠くものであって，金
－２９０－
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融資産以外のものをいう。
･法律上の権利又は分離して譲渡可能なものは，識別可能である。
なお現状としては，無形資産に関する主要論点であった社内開発費の取扱
い，企業結合時に識別される無形資産の取扱い，他社から研究開発の成果
を個別に取得した場合の取扱いについての検討が優先されたことで，無形
資産の定義に関しての検討は十分に行われていない。
Ⅲ若干の考察
本章では，前章で整理した検討課題のなかから，重要だと思われる項目を
ピックアップして若干の考察を行う。
１．資産の定義と無形資産の定義との整合性
企業会計基準委員会においては，資産の定義と無形資産の定義の間に整合性
をもたせることを検討している。それゆえ，前提として資産の定義が定められ
ている必要性（概念フレームワークの存在）がある。そして整合性が求められ
るなら，規範演鐸的に資産の定義から無形資産の定義が定められていく必要が
あるといえる。
日本においては，概念フレームワーク自体は公表されていないものの，既に
多くの新会計基準作成時の拠り所として実質的に機能している「討議資料「財
務会計の概念フレームワーク｣」がある。それゆえ以後の概念フレームワーク
公表時に資産の定義が変わらない仮定を置くとすれば，資産の定義と無形資産
の定義の間に整合性をもたせることも可能であろう。
しかし国際的に資産の定義に関して議論が進められている現状において，
早々に無形資産の定義だけを基準化してしまうと，後に国際的な資産の定義が
変更となって日本の概念フレームワークにおいても採用されることになれば，
資産の定義と無形資産の定義の問に乖離をもたらすことになりうる（あるい
は，無形資産の定義を早々に変更することを余儀なくされることもありうる）
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ことは注意すべきである。
さらに，規範演鐸的に資産の定義から無形資産の定義が定められていく点に
ついては，資産は同質であるという前提に立つことになる。
ここにおいて，無形資産の定義は内生的な特徴（無形資産としての本質）を
示したものでなく，外生的な特徴（無形資産の観察によって抽出されたもの）
に拘束されてしまうといえる。例えば，将来の経済的便益の流入可能性の高さ
や測定の信頼性の高さなどの判断が，資産全体に求められている規準と同等の
規準を無形資産へ適用することになるといえる。すなわち，無形資産は，流入
可能性や信頼性が資産の総括定義で期待される水準よりも低いことは認められ
ないことになる。この点，繰延資産が資産の一部となることとは明確に区別さ
れる。
２．有形資産と無形資産
外生的な特徴をもって無形資産の定義化を行うことの意義について考察する
必要がある。
そもそも有形資産（有形固定資産）に関する体系的な会計基準が存在しない
なかで，無形資産に関する体系的な会計基準を作成することの意義（無形資産
の個別的項目の会計基準作成ではないことの必要性）について再検討する必要
がある。これについて，企業会計基準委員会において無形資産の定義を設ける
必要性の有無について意見集約されており，無形資産の定義の設定が体系的な
無形資産の会計基準作成におけるスターティング・ポイントであることが明確
にされている。
すなわち，無形資産の会計基準作成が求められない限りは無形資産の定義の
設定が必要になることはないということである。これは，有形資産にも対して
も同様に指摘できることである。また有形・無形にこだわらない事業用資産
という括りでの体系的な会計基準作成も検討価値が存するといえる。
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３．無形資産と金融資産
無形資産の定義として金融商品会計基準で定められた「金融資産」の除外を
行うにあたり，企業会計基準委員会において当初検討された金融商品会計基準
で定められた「金融資産」を適用範囲で除外するのではなく，国際的な会計基
準と同様，無形資産の定義において除外するという方向性が企業会計基準委員
会で示されている。
そこで，金融資産の除外方法として，「金融資産」を適用範囲で除外するの
か無形資産の定義において金融資産を除外するのかによって，どのような差異
が生じるのかについて考察する。なお，金融商品会計基準で定められた「金融
資産」については2008年３月最終改正の企業会計基準委員会公表の企業会計基
準第１０号「金融商品に関する会計基準」において，「金融資産とは，現金預金，
受取手形，売掛金及び貸付金等の金銭債権，株式その他の出資証券及び公社債
等の有価証券並びに先物取引先渡取引，オプション取引，スワップ取引及び
これらに類似する取引により生じる正味の債権等をいう｡」と定義されている
(企業会計基準委員会［2008］第４項)。
まず，いずれの金融資産が他の金融資産を包含する関係にあるかということ
である。前者のように金融商品会計基準で定められた「金融資産」を適用範囲
で除外する場合には，同基準で定められた「金融資産」以外の（将来的に新た
に開発される可能性がある）金融資産は除外されないことになる。他方，後者
のように無形資産の定義において金融資産を除外する場合には，何を金融資産
とするかについて企業に裁量権が与えられる可能性を排除できない。それゆ
え，いずれかが他方を包含する関係にあるかは必ずしも確定したものでなく，
いずれに依拠するかにより差異が生ずる。
次に企業会計基準委員会の想定する金融資産と国際的な会計基準委員会の
想定する金融資産とに相違がある点である。すなわち，企業会計基準委員会の
想定する金融資産は前に示した通り例示列挙型の具体的な定義となつっている
が，国際的な会計基準の想定する金融資産は抽象的な内容にとどまる。これに
ついて企業会計基準委員会は両者に差異が生じるものではないと指摘するが
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(企業会計基準委員会［2008］５２項)，企業会計基準委員会が検討の方向'性と示
すよう無形資産の定義のなかでの金融資産の除外について，抽象的な定義をす
る国際的な会計基準については同義であるといえるが，具体的な定義をする企
業会計基準委員会においては無形資産の定義のなかでの金融資産が何を意味す
るかについてあらためて注記等を行う必要性を感じる。
４．識別可能性
無形資産の定義において，識別可能性（国際的な会計基準では，（a）分離可
能性又は（b）契約又はその他の法的権利から生じることを必要とする）を
取り込む必要性について考察する。
企業会計基準委員会の審議過程を通じ，無形資産の定義において識別可能性
を取り込んだ理由は「無形資産とのれんとの明確な区別」を行うことにあった。
特に，企業結合によって他社より有償で得た買入のれんは分離可能性をみた
し識別可能性があることから他の会計基準で会計処理されることになること
から，ここでいうのれんは自己創設のれんを意味する。
それゆえ，無形資産の定義において識別可能性を取り込むことは自己創設の
れんを定義の段階で（認識・測定段階以前に）排除していることを意味する。
しかしながら，のれんとしての性格を有する点では共通する買入のれんと自己
創設のれんを定義の段階で区別してしまうことに問題がないのか今後検討する
必要`性を感じる。
Ⅳおわりに
本稿は，無形資産の定義化を試みた日本の企業会計基準委員会での審議状況
等を考察することで，企業会計基準委員会が無形資産の定義についてどのよう
に検討しどのような到達点に至ったかを整理したうえで若干の考察を試み，
今後の研究への視座を得ることを目的として検討してきた。
本稿において日本の企業会計基準委員会での審議状況等を考察したことで，
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無形資産の定義として企業会計基準委員会より当初提案されたものが変更さ
れ，その過程において多くの検討課題を発見し企業会計基準委員会において
どのように判断され，どのような一定の方向'性という到達点に至ったかを明ら
かにすることができた。特に，国際的な会計基準の内容が色濃く反映されたこ
とは特徴的であるといえる。
企業会計基準委員会の審議過程において検討課題となったもののなかでも，
特に，①「資産の定義と無形資産の定義との整合`性｣，②「有形資産と無形資
産｣,③「無形資産と金融資産｣,④「識別可能性」の４点について考察を加え，
今後の検討の必要性について指摘した。
今後の研究においては，これらの考察を通じて得た検討課題を先行研究を通
じながら検討していき，また無形資産の定義だけではなくこれに類する「無形
固定資産｣，「知的資産」「インタンジブルズ」などの多様な用語との多面的な
整理についても試みる。
注
棚卸資産，リース資産，繰延税金資産及び排出権等を想定している（企業会計
基準委員会［2012a］３頁)。
同意の理由として，「具体的な無形資産の範囲の前提として，抽象的な定義を検
討することは重要である」ことをあげている（あずさ監査法人監査実務従事者
グループ［201011頁)。
検討の必要性として，「そもそも論点整理の検討の対象となっている「無形資産」
の対象範囲が不明確であるように思われる。本論点整理では，経済的資源を取
得したこと（｢無形資産」を取得したこと）については明確に判断ができるとい
うことを前提にした検討がなされていると思われる。しかし物理的実体のな
いものを取得した場合に，それが経済的資源かどうかを判断するのは，実務上
難しいケースもあると思われる｡」ことをあげている（あずさ監査法人監査実務
従事者グループ［201011頁)。
あずさ監査法人監査実務従事者グループ［2010］は「識別可能性の要件の１つ
である「法的権利から生じる」という要件の考え方の検討がなされている。こ
こでは．「取得した無形資産が契約，法令又は類似の手段によって法的に譲渡さ
れる権利から生じている状態をいうと考えられる｡」という整理がなされてい
１
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る。しかしこの要件として．「法的に譲渡される権利」ということまで求めら
れるとすれば」（１頁）を要求の前提としてあげている。
具体例として，「道路舗装のための負担金やノウハウの設定契約に係る頭金，職
業運動選手の契約金など」をあげている（古川［201011頁)。
整合性確保のため，「具体的な例につき，個別に定義や認識要件にあてはめて検
討結果を例示することで，無形資産の認識に整合性がとれると考える。また，
無形資産と投資その他の資産との区分の方法についても，一定のガイダンスを
示していただきたい｡」とコメントしている（古川［2010]’１頁)。
日本貿易会経理委員会［2010］は論点整理が提案する無形資産の定義について，
｢本論点整理が提案する無形資産の定義に賛成する。但し以下の点を考慮すべ
きと考える｡」（１頁）とコメントしているが，コメントの概要には記載されて
いない。
配慮の必要性の理由として，「財務諸表等規則第27条，２８条，及び会社法計算規
則第106条３号三に規定されている「無形固定資産」との混同（当該両規則では，
ソフトウェアや無形固定資産に関するリース資産も「無形固定資産」として区
分することになっているが，本論点整理では検討対象外になっている）がない」
ことをあげている（日本貿易会経理委員会［201011頁)。
妥当性の高さについては，「①物理的実態がない②識別可能である，③金融資
産ではないという３つをキーワードとする」ことを理由としている（日本証券
アナリスト協会［201012頁)。
日本証券アナリスト協会［2010］は，国際会計基準では「｢識別可能」という要
件で「識別不可能」な「のれん」を無形資産から除外している」（２頁）ことを
指摘している。
論点整理で「有形資産と無形資産の区分検討のほか，無形資産と金融資産の関
係，のれんとの関係について検討を行っている」ことを踏まえている（日本経
済団体連合会経済基盤本部［201011頁)。
｢従来，我が国では無形資産という用語は用いられておらず，これに類似する用
語として，無形固定資産がある｡」ことをコメントしている（日本公認会計士協
会［201011頁)。
次のように３要素を解説している（企業会計基準委員会［2012b］２頁)。「識
別可能性」には，（a）分離可能性，又は（b）契約又はその他の法的権利から
生じることを必要とする。「支配」は，将来の経済的便益の獲得力かつ他者に利
用制限できる状態である。「将来の経済的便益」には，売上収益．費用節減ある
いは将来の利益が含まれる。
注１３を参照のこと。
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